
様式第二号(第三条関係)(第四面から第七面まで) 

8．育児をする労働者のための短時間勤務制度等の実施状況 

  
実施している措置(3歳から小学校就学前までの子を

育てる労働者が対象となるものに限る。) 
実施の有無 

  

 ア 育児休業に関する制度に準ずる措置 有・無 

 イ 所定外労働の制限 有・無 

 ウ 短時間勤務制度 有・無 

 エ フレックスタイム制 有・無 

 オ 始業・終業時刻の繰上げ又は繰下げの制度 有・無 

 カ 事業所内保育施設の設置運営 有・無 

 キ 育児に要する経費の援助措置等 有・無 

 

9．時間外労働及び休日労働に関する計画期間終了事業年度の状況 

 ① その雇用する労働者(短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律(平

成5年法律第76号)第2条第1項に規定する短時間労働者を除く。)1人当たりの各月ごとの時間外労

働及び休日労働の合計時間数 

  
計画期間終了事業年度 各月の時間外労働及び休日労働の時間数 

  

(     )年度 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 

            

7月 8月 9月 10月 11月 12月 

            

 

 ② 平均した1月当たりの時間外労働時間が60時間以上である労働者数 

人 

10．働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置の実施状況 

  

実施している措置 実施の有無 措置の内容 

  

ア 所定外労働の削減のための措置 有・無   

イ 年次有給休暇の取得の促進のた

めの措置 
有・無   

ウ 短時間正社員制度、在宅勤務、

情報通信技術を活用した勤務その

他の働き方の見直しに資する多様

な労働条件の整備のための措置 

有・無   



 

(注) 次の①から⑩までの書類を添付すること。 

 ① 策定・実施した一般事業主行動計画 

 ② 一般事業主行動計画に定めた目標が達成されたことを明らかにする書類(労働協約・就業規則

の写し等) 

 ③ 公表及び労働者への周知が義務又は努力義務である事業主については、一般事業主行動計画の

公表及び労働者への周知を行っていることを明らかにする書類(両立支援のひろばの画面を印刷

した書類等)であってその日付が分かるもの 

 ④ 関係法令遵守状況報告書 

 ⑤ 育児休業等又は育児目的休暇制度を利用した男性労働者の氏名、これらの制度を利用した期間

及び取得の対象となった子の年齢が記載されている書類 

 ⑥ 7．(1)ハ、ニ又はヘのいずれかの基準を満たすものとして認定申請をする場合にあっては、子

の看護休暇の取得、短時間勤務制度等又は育児目的休暇制度の利用をした男性労働者の氏名、及

び取得又は利用の対象となった子若しくは孫の年齢が記載されている書類 

 ⑦ 育児休業等をした女性労働者の氏名、育児休業等をした期間及び取得の対象となった子の年齢

が記載されている書類 

 ⑧ 7．(3)で「有」に○を付けた事業主については、両立支援のひろばで公表を行っていることを

明らかにする書類(両立支援のひろばの画面を印刷した書類等) 

 ⑨ 8．の実施状況を明らかにする書類(労働協約・就業規則の写し等) 

 ⑩ 10．の実施状況を明らかにする書類(労働協約・就業規則の写し等)及び当該措置に係る目標に

ついて明らかにする書類(自社のホームページの画面を印刷した書類等)であって、その内容及び

目標を定めた日付が分かるもの 

 

 

 

 次世代育成支援対策推進法施行規則第4条第1項第2号又は第4号に係る認定を受けようとする場合

は、以下についても記載すること。 

 

11．不妊治療と仕事との両立に関する状況 

 (1) 不妊治療のために利用できる制度の整備状況 

  ① 休暇制度 

 

制度の種類 制度の内容 

 
不妊治療のための休暇制度(不妊治療を含む

多様な目的で利用することができる休暇制

度及び利用目的を限定しない休暇制度を含

み、年次有給休暇を除く。) 

 

 

  ② 両立支援制度 

 

制度の種類 
制度の有

無 
制度の内容 

 
半日単位・時間単位の

年次有給休暇付与制度 

有・無 
 

所定外労働の制限 有・無 
 



 

始業・終業時刻の繰上

げ又は繰下げの制度 

有・無 
 

 

フレックスタイム制 有・無 
 

短時間勤務制度 有・無 
 

在宅勤務又は情報通信

技術を活用した勤務を

可能とする制度 

有・無 
 

 

 (2) 不妊治療と仕事との両立の推進に関する方針及び(1)の制度(②については「有」を選択した

もの)の内容に関する労働者への周知の実施状況 

 

方針の内容 方針及び(1)の制度内容に関する周知 

 

 

周知した日 周知の方法 

平成・令和

   年

 月 日 

 

 

 (3) 不妊治療と仕事との両立に関する研修その他の不妊治療と仕事との両立に関する労働者の理

解を促進するための取組の実施状況 

 

研修その他の労働者の理解を促進するための取組の内容 実施した日 

 

 

平成・令和

   年

 月 日 

 

 (4) 両立支援担当者の選任及び労働者への周知の実施状況 

 

両立支援担当者 両立支援担当者の労働者への周知 

 

氏名 所属・役職 選任した日 周知した日 周知の方法 

  

 平成・令和

    年

月 日 

 平成・令和

    年

月 日 

 

  

 平成・令和

    年

月 日 

 平成・令和

    年

月 日 

 



   

 平成・令和

    年

月 日 

 平成・令和

    年

月 日 

  

 

 

(注) 次世代育成支援対策推進法施行規則第4条第1項第2号又は第4号に係る認定を受けようとする

場合は、次の①から④までの書類も添付すること。 

 ① 11．(1)の制度(②については「有」を選択したもの)の内容について、明らかにする書類(労働

協約・就業規則の写し等) 

 ② 11．(2)について、不妊治療と仕事との両立の推進に関する方針及び(1)の制度(②については

「有」を選択したもの)の内容について、労働者への周知を行っていることを明らかにする書類

(方針が記載されている社内資料、周知の際に使用したリーフレット、自社のホームページの画

面等を印刷した書類等)であって、周知の日付が分かるもの 

 ③ 11．(3)について、不妊治療と仕事との両立に関する研修その他の不妊治療と仕事との両立に

関する労働者の理解を促進するための取組の内容を明らかにする書類(研修の開催概要等)で

あって、実施の日付が分かるもの 

 ④ 11．(4)の両立支援担当者について、労働者への周知を行っていることを明らかにする書類(周

知の際に使用したリーフレット、社内通知等)であって、周知の日付が分かるもの 

 


